
    

 
平成１６年３月期平成１６年３月期平成１６年３月期平成１６年３月期    第１四半期業績の概況（個別）第１四半期業績の概況（個別）第１四半期業績の概況（個別）第１四半期業績の概況（個別） 
 

平成１５年７月１７日 
 
会 社 名 株式会社ジャパンケアサービス      （コード番号：７５６６登録銘柄） 
（URL http://www.japan-care.co.jp） 
代 表 者 役  職  名 会長兼代表取締役社長 
        氏    名 対馬 徳昭 
問い合わせ先 責任者役職名 取締役社長室長  
      氏    名 池田 尚            （Tel：（０３）５９７９－７７８８） 
 
（注）当社四半期業績の概況開示にあたっては、速報性、適時性を重視し、個別の発表とさ

せていただきます。 
 
１．四半期業績の概況の作成等に係る事項 
 
売上高又は売上に相当する事項の会計処理の  ：   無 
方法の最近連結会計年度における認識の方法 
との相違の有無 

 
２．平成１６年３月期第 1四半期業績の概況（平成 15年４ 月１ 日～平成 15年 ６月 30日） 
 (１) 個別経営成績 

   （千円未満切捨） 

 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 

１６年３月期第 1 四半期 

１５年３月期第 1 四半期 

千円

1,223,855

928,428

  ％

（ 31.8）

（  －）

千円    ％ 

9,596（  －） 

△28,530（  －） 

千円    ％

800（  －）

△30,522（  －）

（ 参考）１５年３月 期 5,121,041 （  9.5） 131,387（  －） 106,478（  －）

(注)１．売上高（又はこれに相当する事項）は、当該四半期までの累計値である。 
  ２．パーセント表示は、前年同四半期比増減率を示す。 

 
 
 
 
 
 
 
 

 ［第 1四半期業績に関する補足説明］ 
  当四半期におきましては、重症急性呼吸器症候群（SARS）の影響が拡大するとともに
デフレからの脱却が進まず、景気の先行き不透明感により厳しい経済状況が続きました。

当社はこのような厳しい環境のなか、前年度後半に立ち上げた新規ステーションの早期

黒字化を最優先とし、営業活動に注力した結果、当四半期の売上高は、1,223,855千円とな
りました。特に平成１５年３月に立ち上げた新規ステーションが多かったために費用等が

増加し営業利益は、9,596千円、経常利益は 800千円となりました。 
 

－1－ 

http://www/


    

－2－ 

 (２) 当該四半期において企業集団の財政状態及び経営成績に重要な影響を与えた事象 

 

 

 

３．平成１６年３月期の個別業績予想（平成 15年４ 月１ 日～平成 16年 ３月 31日） 

 予 想 売 上 高 予想経常利益 予想当期純利益 

 

中 間 期 

通 期 

百万円 

2,451    

5,532    

百万円 

35    

200    

百万円 

5    

140    

 （参考）１株当たり予想当期純利益（通期）  17 円 12 銭 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔子会社となる会社の概要〕 

商 号  株式会社ペイントハウスケアステーション二十一 

所 在 地  神奈川県相模原市田名塩田 1丁目 3番 7号 

代表者の氏名  代表取締役 小林 収 

設 立 年 月 日  昭和５4年１月２４日 

事 業 の 内 容  介護保険法におけるホームヘルプ、訪問介護、福祉用具貸与、ケアプラ

ン作成等の各種在宅サービス業務及び住宅リフォーム業務 

決 算 期  ８月３１日 

従 業 員 数  ５７名 

資 本 の 額  210,000,000 円 

売 上 高  ５億７千７百万円（平成１４年８月期実績） 

 

以  上 

  該当事項は特にございません。 

［業績予想に関する定性的情報等］ 
上記の予想につきましては、本資料作成日現在において入手可能な情報に基づき作成し

たものであり、実際の業績はさまざまな要因によって、上記予想数値と異なる可能性があ

ります。 
当社は、平成 15年 6月 28 日開催の当社取締役会において株式会社ペイントハウスケ

アステーション二十一の株式取得に関する基本合意書の承認が決議され同社を子会社と

いたしました。 
同社は、東京都５ヵ所、千葉県２ヵ所、埼玉県３ヵ所、神奈川県３ヵ所にステーション

を設置しており、今後当社が、新規ステーションを拡大する上で足がかりとなると判断し

子会社化を行ないました。 
尚、連結業績に与える影響につきましては、明確になった段階でお知らせいたします。

 


